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○宇治市障害者地域活動支援センター事業実施要項 

 

( 趣旨 )  

第１条 この要項は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）に基づく地域活動支援センターに障害者を通わせ、創作的

活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他障害

者が自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な支援（以

下、「支援」という。）を行うことについて必要な事項を定める

ものとする。 

( 支援の対象者 )  

第２条 支援の対象者は、宇治市内に居住地を有する法第４条第１

項に規定する障害者とする。 

（支援の内容） 

第３条 支援は、平成１８年厚生労働省令第１７５号に定める障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準のほか関係

法令を遵守して行うものとする。 

（登録事業者） 

第４条 市長は、法第７９条第２項の規定に基づき届け出を行った

もののうち、適切な支援が提供できると認めた事業者を障害者地

域活動支援センター名簿（以下「事業者名簿」という。）に登録

する。 

２ 市長は、前項により事業者名簿に登録した事業者（以下「登録

事業者」という。）から、支援が提供できない旨の申出があった

とき、又は登録事業者が適切な支援を提供できないと認めたとき

は、当該事業者を事業者名簿から削除するものとする。 

( 支援の申請 )  

第５条 支援を受けようとする者（以下「利用者」という。）は、
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あらかじめ、氏名及び住所その他申請に必要な事項を記入した利

用申請書を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、必要な調査を行い、利用

の適否を決定の上、利用者に通知し、利用者証を交付するものと

する。 

( 利用の方法 )  

第６条 利用者は、支援を必要とするときは、利用者証を登録事業

者に提示し、登録事業者と支援についての契約を締結し、支援を

受けるものとする。 

（利用料） 

第７条 利用者は、支援を受けたときは別表により算定された支援

に要する費用（以下「費用」という。）に千分の二十五を乗じた

金額（以下「利用料」という。）を負担し、登録事業者に支払う

ものとする。 

２ 市長は、利用者と同一世帯に属する者（本人及びその配偶者）

が地域活動支援センターの支援提供のあった月の属する年度（地

域活動支援センターの支援提供のあった月が４月から６月までの

場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）の規定による市町村民税を課されない者である場合は、利

用料を減免することができる。 

３ 市長は、利用者が生活保護法（昭和２４年法律１４４号）に基

づく生活扶助を受けている場合は、利用料を減免することができ

る。 

４ 市長は、登録事業者が次の各号のすべてに該当し、かつ地域生

活支援事業実施要綱（平成１８年障発第０８０１００２号厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に規定する地域活動支

援センター機能強化事業の地域活動支援センターⅢ型に該当する

と認められるときは、その利用者の利用料を減免することができ

る。 
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 （１）開所日数が年間２４０日以上であること。 

 （２）１日の開所時間が原則として７時間以上であること。 

 （３）小規模作業所としての運営実績が５年以上あること。 

５ 前項の規定に関わらず、京都府障害者共同作業所入所訓練事業

費補助金対象事業から移行した宇治市外の地域活動支援センター

の利用料については、当該市町村の利用料の算定方法により算定

するものとする。 

( 費用の起算日 )  

第８条 利用者が月の途中で利用する地域活動支援センターを変更

したときの、支援にかかる費用を請求できる起算日は、新たに利

用する地域活動支援センターの費用の算定方法が時間及び日額の

場合は当日から、月額の場合は翌月からとする。 

( 費用の支払い )  

第９条 支援を行った登録事業者は、利用者に代わって、費用から

利用料を控除した額を、支援を行った月の翌月１０日までに、市

長に対し請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があった日から３０日以内に、その内容を

確認のうえ、予算の範囲内において請求額を登録事業者に支払う

ものとする。 

３ 宇治市外の地域活動支援センターを宇治市内に居住地を有する

者が利用した場合の支援にかかる費用は、当該市町村の費用の算

定方法により算定するものとする。 

 (利用の変更及び廃止 )  

第１０条 利用者は、次に掲げる事項に該当するときは、速やかに

市長に届け出なければならない。 

（１）利用者の住所等を変更した場合 

（２）利用者の心身の状況に大きな変化があった場合 

（３）支援を必要としなくなった場合 

( 遵守事項 )  
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第１１条 登録事業者は、利用者に対し適切な支援を提供できるよ

う、従事者の勤務体制を定めておかなければならない。 

２ 登録事業者は、従事者の資質向上のため及び適切な支援を提供

するため十分な研修を行わなければならない。 

３ 登録事業者は、支援提供時に事故が発生した場合は、利用者の

家族等及び市長に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講

じなければならない。 

４ 登録事業者は、従事者、会計、利用者への支援提供に関する諸

記録を整備し、支援を提供した日から５年間保存しなければなら

ない。 

５ 登録事業者及び従事者は、正当な理由なく業務上知り得た利用

者等に関する秘密を漏らしてはならない。 

( その他 )  

第１２条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

 この要項は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２１年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この要項は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要項は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別 表 １   

宇 治 市 障 害 者 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （ Ⅲ 型 ） の 支 援 に 要 す る 費 用 

 

宇 治 市 障 害 者 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （ Ⅲ 型 ） の 支 援 に 要 す る 費 用

は 以 下 に よ り 算 定 す る 。 

区         分  月   額  

基 礎 分  家 賃 、 水 道 光 熱 費 及 び 通 信 費 分  １ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円  

機 能 強 化 事 業 （ 職 員 常 勤 化 ） 分  １ ２ ５ ， ０ ０ ０ 円  

実 績 分  １ か 月 あ た り ３ 日 以 上 ５ 日 未 満 通 所

し た 利 用 者 の 支 援 に 要 す る 費 用  

９ ， ２ ０ ０ 円  

１ か 月 あ た り ５ 日 以 上 １ ０ 日 未 満 通

所 し た 利 用 者 の 支 援 に 要 す る 費 用  

２ ０ ， ７ ０ ０ 円  

１ か 月 あ た り １ ０ 日 以 上 １ ５ 日 未 満

通 所 し た 利 用 者 の 支 援 に 要 す る 費 用  

３ ２ ， ２ ０ ０ 円  

１ か 月 あ た り １ ５ 日 以 上 ２ ０ 日 未 満

通 所 し た 利 用 者 の 支 援 に 要 す る 費 用  

４ ３ ， ７ ０ ０ 円  

１ か 月 あ た り ２ ０ 日 以 上 通 所 し た 利

用 者 の 支 援 に 要 す る 費 用  

５ ７ ， ５ ０ ０ 円  

施 設 外 活 動 加 算  セ ン タ ー 職 員 が 施 設

外 で 当 該 利 用 者 に 支

援 を 行 っ た 場 合 に 、

支 援 時 間 が ３ 時 間 未

満 に つ き ２ 分 の １ 日

、 ３ 時 間 以 上 に つ き

１ 日 を 当 該 月 の 通 所

日 数 に 加 算 す る 。  



7 
 

 

実 績 分  欠 席 時 対 応 加 算 

利 用 者 が 通 所 し な か っ た 日 に 、 セ ン タ ー 職 員 が 当 該 利 用

者 に 電 話 等 に よ る 支 援 を 行 っ た 場 合 、 １ 利 用 者 当 た り １

日 に １ 回 を 限 度 と す る 当 該 月 の 支 援 回 数 に １ ， ０ ０ ０ 円

を 乗 じ た 額 を 加 算 す る 。 

入 退 院 時 支 援 加 算 

家 族 等 か ら 入 退 院 に 係 る 支 援 を 受 け る こ と が 困 難 な 利 用

者 が ３ 日 以 上 の 入 院 を し た 場 合 に お い て 、 利 用 者 が 入 院

し て い る 病 院 又 は 診 療 所 を セ ン タ ー 職 員 が 訪 問 し 、 当 該

病 院 又 は 診 療 所 と の 連 絡 調 整 及 び 被 服 等 の 準 備 そ の 他 の

日 常 生 活 上 の 支 援 を 行 っ た 場 合 、 １ 月 に １ 回 を 限 度 と し

て 、 １ 回 当 た り ５ ， ８ ０ ０ 円 を 加 算 す る 。 ま た 入 院 期 間

が ２ か 月 以 上 に ま た が る 場 合 の ２ 月 目 以 降 の こ の 加 算 の

取 扱 い に つ い て は 、 当 該 ２ 月 目 に お い て 入 院 日 数 が ３ 日

に 満 た な い 場 合 、 当 該 ２ 月 目 に つ い て は 、 こ の 加 算 を 算

定 し な い 。 

な お 、 退 院 し た 月 に お い て 、 前 記 の 入 院 時 の 支 援 と は 別

に 、 利 用 者 が 入 院 し て い る 病 院 又 は 診 療 所 を セ ン タ ー 職

員 が 訪 問 し 、 当 該 病 院 又 は 診 療 所 と の 連 絡 調 整 及 び 被 服

等 の 準 備 そ の 他 の 日 常 生 活 上 の 支 援 を 行 っ た 場 合 、 前 記

加 算 と は 別 に １ 利 用 者 入 院 １ 回 当 た り １ 回 を 限 度 と し て

５ ， ８ ０ ０ 円 を 加 算 す る 。 

医 療 機 関 等 連 携 加 算 

利 用 者 の 支 援 に あ た り 、 セ ン タ ー 職 員 が 医 療 機 関 ほ か 関

係 機 関 と の 連 携 会 議 を 行 っ た 場 合 、 １ 利 用 者 当 た り １ 回

に つ き ５ ， ８ ０ ０ 円 を 加 算 す る 。 
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＜ 別 表 １ に つ い て の 注 意 事 項 ＞  

注 １  登 録 事 業 者 が 宇 治 市 外 に 居 住 す る 利 用 者 に 支 援 を 行 っ た 場 合

は 、 当 該 年 度 に 次 の 算 定 式 に よ り 基 礎 分 を 算 定 す る も の と す る

。 

 

宇 治 市 の 利 用 者 の 通 所 日 数 の 合 計  

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― × 基 礎 分 の 年 額  

利 用 者 全 員 の 通 所 日 数 の 合 計  

 

注 ２  宇 治 市 障 害 者 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （ Ⅲ 型 ） と 他 の 日 中 活 動

サ ー ビ ス を 併 用 利 用 し た 月 に お い て 他 の 日 中 活 動 サ ー ビ ス の 報

酬 と 重 複 し な い 通 所 日 が １ 日 以 上 あ る 場 合 及 び 引 き こ も り が ち

で 就 労 定 着 の 困 難 な 者 が 宇 治 市 障 害 者 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （

Ⅲ 型 ） を 利 用 し そ の 通 所 日 数 が ３ 日 に 満 た な い 場 合 に お い て 、

当 該 通 所 日 数 に ２ ， ３ ０ ０ 円 を 乗 じ て 実 績 分 を 算 定 す る も の と

す る 。 

 

別 表 ２   

宇 治 市 社 会 福 祉 協 議 会 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー の 支 援 に 要 す る 費 用 

 

宇 治 市 社 会 福 祉 協 議 会 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー の 支 援 に 要 す る 費 用

は 以 下 に よ り 算 定 す る 。 

 一 回 当 た り の 支 援 に 要 す る 費 用  ５ ６ ０ 円 / 時  

 

別 表 ３  

 社 会 福 祉 法 人 京 都 聴 覚 言 語 障 害 者 福 祉 協 会 山 城 地 域 活 動 支 援 セ  

ン タ ー の 支 援 に 要 す る 費 用 
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 社 会 福 祉 法 人 京 都 聴 覚 言 語 障 害 者 福 祉 協 会 山 城 地 域 活 動 支 援 セ  

ン タ ー の 支 援 に 要 す る 費 用 は 以 下 に よ り 算 定 す る 。  

 一 回 当 た り の 支 援 に 要 す る 費 用  一 般  ８ ０ ０ 円 / 時  

                盲 ろ う  １ ０ ０ ０ 円 / 時  


